










一世 界農 林業 セ ンサ スの解 析 一




1.は じ め に
本稿の目的は,入会林野の変化の動向の把握 と農業集落の生活 との関連性の分析にある。









占と入会林野の解体 も無関係ではありえ.ない。また,入会権の喪失 と在集落の要請 との関連
の吟味 も必要である。農業集落の財産は,(a)公的目的,(b)経済的目的,の いずれに奉仕す る
かによって分類することがで きる。これによれば,入 会地は,経済的目的に奉仕す るもので
あり2》,入会集団成員の経済的必要をみたす ことが主な機能である。株入 り,つまり入会集
団への加入が,村 入 りと,かつて,ほ とんど重なっていたことか ら明らかなよ うに3),農業
生活をお くる上で,入 会林野のもつ意味は大 きかったといえる。
元来,高 度に自足的であった農業集落には入会林野が伴 う場合が,ほ とん どであったとい
われる。明治初期の林野制度確立期を経て,さ らに,明治40年代以後の部落有林野整理統一
事業などの林野政策の結果,官 庁統計上,入 会林野は,大 幅な減少をみナこ4)。昭和28年以降
の市町村合併促進法を機に官庁統計上,入 会林野面積は,一挙に,ほぼ,統 一事業前の水準
にまで回復す る5)。
普通の私有林野 と比べて,利 用の粗放性が入会林野できわだつとい う認識にたって,入 会
林野近代化が図られるにいたった61960年農林業センサス当時,農 村内部の状況は,蝿や蚊
の駆除 ・冠婚葬祭の簡素化などを中必に,婦 人団体を核とした生活改善運動が進められ,生
活革新が進展 していだ。当時は,現在 と異な り,牛馬の数 も多かったのだか ら,普通私有林
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野に比べ,入 会林野で採草地 ・放牧地の割合が高かったことに不思議はない。そして,こ の
入会林野の粗放性 も,貨幣経済の,い っそ うの浸透によって変化してきた。燃料を入会林野
にたよることもなくなって きた。
植林,下 刈,間 伐などの作業を,入 会林野は,必 要とする6基本的には,農 業集落の構成
員 と入会集団の構成員は,一致す ると考えてよい。生活協同の面で,入会集団成員は,い わ
ゆる道普請などの村仕事の共同作業にたず さわる。農道や用排水路の維持管理や修善などで
ある。入会林野をめ ぐる内外の要因の変動によ り,入会集団と農業集落が乖離 しつ?あ るい
ま,村仕事 と入会林野 との関連は,考察の対象 となる。また,個 々の村仕事の間に,ど のよ
う.な関係があるかも探究の的 となる。
入会林野の規模,入 会権保有戸数率などについて,農 業集落の分布状態をさぐることも必
要 となる。 この他,果 すべ き課題は多い。まず,事 実を把握 し,その後に,解析を加えてゆ
きたい。
2.デ ∴ タ と方 法
1960,1970および1980年世界農 林業 センサスのデー タによ り,・入会 林野 の変動 の大勢 を考
察す る。入会林野 が,古 典的利用形態 をはなれて,新 た な様相を示 してい るさまを とらえ る
ことをね らい とす る。入会林野 と他 の林野 とのちが い,と りわけ,入 会集団に よる入会 林野
の管理維持 の態様 との比較が い くつかの点 でな され る。
これ に加 えて,1970年センサスか ら農業集落 を1%強(標 本の大 きき1517)抽出 し6),協
同生活 にお ける入会林野 の作用 について考察す る。・とい うの も,セ ンサ スの集計は,一 般に
単純集計 を基本 としてお り,社 会学的 関心 が もたれ る箇所(項 目)に ついて,つ ぶ さな情報
を得たい場合 に,必 ず しも満足 で きるものではないか らであ る。 したがって,組 替 集計 し,
分析す ることになる。各項 目間の関連 について,広 い意 味での,い くつかの対 数線 型モデル
(1・glinearmodel)を用 いて解析 してゆ くことに しナこい7)。普 通の対数線型モデル,直 交
多項式 による1次,2次 等 の効果 の推定,乗 法モデル(multiplicativemodel),対数乗法モ
デル(10gmultiplicativemodel)などであ る。
ふつ うの対数線型 モデルを用 いたのは,各 変数 の カテゴ リーの効果 の大 きさを知 るだめ,
お よび相互作用 の大 きさを知 るためな どであ る。 もちろん,モ デル選択 も行 う。直交 多項式
の使用 は,順 序変数 に対 して であ る。乗法 モデルは,分 割表 のカテゴ リー以外 の効果 を調べ
るとき.に用 い る。対数乗 法モデルは,分 割表 の行 お よび列 の効果 を調べ るとと もに,順 序変
数 の カテゴ リーについて量 的尺度 を付与す るために用 い7こ。 この尺度 は,カ テ ゴ リー間の距
離 を与 える もの と解釈 で きるものであ り,不 変性 な どのよい性質 を もつ。 もちろん,対 数乗
入会林野と農業集落 159
法モデルに も,い くつかのモデルがあ ることは,他 の もの と同様であ る。
3.入 会林野 の変動
農 林業 センサス の林 業調査 でみた入会 林野 っ ま り入会集 団が保有 してい る林野 で,面 積 が
0.1肋以上 ある ものを,面 積広狭別 に分 けた とき,こ こ30年間の変化は,表1か らみて とれ
る8)。1960年に109,909あった入会集団 が,1970年では74,003,1980年には61,638と,約半
分強 に まで減少 してい る。 この入会林野 の解体 は,ど のよ うな仕方 で生起 してい るのか。 こ







































































































































































































































表1B-Cか らわかるように,両 極か らの分解が生じている。入会集団は,確 実に,規 模
の小 きいところと,大 きなところか ら解体している。表1Dは,前 述の仮定の下で,各面積
階級の中で,ど の方向から入会林野が解体 していったかの一つの目安を与える。500加以上
のところでは,小 さい方か ら解体しているが,そ れ以外のところでは,入会林野の規模は,













































































































は,古典的利用形態が減 り,薪炭燃料の採取がほとんどな くなり,また,雑 木林 と異なり,
商品性 ・市場性が高い ことと関連する。表2Bに みられ るよ うに,他 の地方 と比較して,北
陸のみ針葉樹の割合が小 きいのは,牧野採草 などの利用の多 きに帰因する。
入会権近代化助長法制定時の主張 に,入会林野の高度利用があった。当時は,農業面では
国際分業論がとかれ,し か も,これは,農民を別として,ほ とん ど全国民の意見でもあった。
1972年秋の農産物価高騰,き らに,1973年の石油危機によって,国 際分業論は,影 をひそめ
るにいたった9)。入会林野の近代化の動きは,農業面での国際分業論 と無縁ではなかった。
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林野の高度利用の意味す るのが,林 産物の販売ならば,林 家を除 く林業事業体の中で,平
均よりも販売しているものが多いのが,入 会集団である。表3Aは,こ の関係を示す。金額
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C.販売なしの ものの割合%(保 有山林1勿 以上)













総 数 まった く依存しない
～2割2～5割5～8割8割 ～
農 家 林 家1,052,073


























総 数 共同利用 直轄利用 共同/総数



























































総 数 共同利用 直轄利用 共同/総数























































総 数 共同利用 直轄利用









































存度が高い といえよう(表3C-D)。 農家林家 と非農家林家を比べだ とき,非 農家林家の
ほ うが林業収入にまった く依存しない ものの割合が高い,と い う結果に注 目しだい。
入会林野 を保有 しているとはいえ,そ の利用形態は,古典的共同利用から,直轄利用へ と
転換し・てい る。:地方別では,北 陸地方が共同利用面積が60%を越えている。共同利用 と直轄
利用の伸びでは,北 陸と近畿で直轄利用が微増し,東海地方で共同利用が ごく徴増 している
が,全 体 として保有 山林面積が減っていることにかわ りない。直轄利用では,貨 幣収入がそ
の目的であるといって もよいのであるか ら,かつて,共 同利用が主だったよ うな,単 なる再
とめやま
生産 といっナこ様相か らは離脱 している。直轄利用は,留 山ともいわれ る。
直轄利用では,入 会集団その ものが前面に出て くる。 植林 ・問伐,下 刈などを 管理実行
し・,産物を取得す る。共同利用では,個 々の成員が産物を取得していた。直轄利用の場合に
は,旧 戸 と新戸(分 家や村入の人々)と の間で,し ばしば紛争がみられた。
入会林野の利用の第3の 型 として,個人分割利用がある。林野庁の昭和30年度入会林野整
備促進調査では,分割利用は,全入会林野面積の18.9%を占めている10)。直轄利用 と分割利
用をめ ぐる農民階層による意見の対立がみ られたことが指摘 きれている11)。それによれば,
下層では,分割利用を望む声が強いとされ る。上層 のものが,部 落の経費に入会林野の収益
を使お うとす ることと対称的である。
入会林野利用の第4の 型 として,契 約利用がある。入会林野の利用を契約により,入会集
団内外の ものにまかせるものである。使用 ・収益 ・処分の三位一体 となっていた古典的形態
の崩壊を意味す る.現実には,他 者への分収林や貸付林などが,主 なものである。1970年か
ら1980年にかけて,分 収林が伸びている。 他方,他 者か らの分収林や借入山林が へってい
る。この利用形態が直轄利用形態の変型であることはい うまで もない。契約主体は入会集団
であるか ら,直轄利用の変型たる契約利用は,い っそ う,農民の日常生活 とのかかわりはな
くなってくる。しか し,この形態では,各 戸の農業労働力が少なくなっている今 日,潜在的
に増え.る可能性が,ま だあると思われる。 直轄利用で 必要 とされる労働力が 得 られなくな
表5所 有山林 ・貸付林 ・分収林
A.1970年
入会集団数 面 積 加 平均面積加






























入会集団数 面 積 加 平均面積肋 集団数増 面 積 増
入 会 林野 の所 有
他 者へ の分 収 林
貸 付 林
他者からの分収林


























注:△ は 減 少(マ イナ ス)を 示 す 。
C.1970年 地 方 別
所有山林 貸 付 林集
















































































D.1980年 地 方 別
所有山林 貸 付 林

































































































資料:世 界農林業センサス 注:表C-Dの()は,所 有山林面積に対する割合%。
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り,人を雇わざるをえな くなるとき,しか も,入会集団にそのための支払能力がない とき,
契約利用 となる条件は ととの う。古典的共同利用の展開には,こ のほかに,分割利用か ら入
会林野の完全解体にいたる経路がある。
労働力の入会林野への投入は,確 実に減少 している。1960年から1970年の問に,労 力投下
した集団数は,48.7%から32.2%に低下しだ。義務労力を投下した集団 も,34.5%から25.0
%へ と低下 している。他方,植 林や下刈 りなどの平均作業面積 も減って きた。 ところが,委
表6入 会林野への労力投下(入会集団)
A.1960年
総 数 植林 ・手入れ 採取 ・その他 うち義務労力 .













総 数 直接雇用した 委託 ・請負わせに うち義務労力





























D.1980年 植 林 ・下 刈 り
























資料:世 界農林業センサス 注:構成比は,総 回答数39,274対の%
〈 〉内は,集 団あナこり投下人員。
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託 ・請負わせをした集団の数は,増 え.てきてい る(表6)。 農民の側からみれば,1部 落約
40戸として,義 務労力だけでも3人 日弱を各戸が投入したことになる(表6A-B)。
農林業センサス林業調査では,林家以外の林業事業体の うちで,社寺,共 同,団 体,「ム
ラ」,財産区,会 社のうちで,次 の3条 件の うち,少 な くともひ とつに該当す るとき,慣行
共有,す なわち,入会集団であることを認定 してい る。(a)林産物 ・収入を 「ムラ」の費用や
公共事業に使用,(b)山林を,昔 か らのしきた りで保有,ま たは,利用 もしくは利用 きせてい
る,(c)権利者たる資格に,特定の 「ムラ」への居住が含まれる。実際の集計をみれば,いず






公 共 事 業 昔か らのしきた り 「ムラ」への居住














































































































































資料1世 界農林業センサス 注:()内 は,地方 ごとの構成比%
〈 〉内は,対1970年との比%
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たりで,と い う項目に属 していだ入会集団の減少が目立つ(表7)。




















資料:世 界農林業センサス 注:()内 は,各 年度の構成比%
〈 〉内は,対60年の比%
入会権の登記 とい う制度は,法 的にない。それで,入 会集団は,いろいろな名義で,自 ら






付 された。市町村施行後の部落有林野統一政策により市町村有になった もの も生じた。財産
区は,市町村有化政策 とい う政府の入会権否定政策の妥協形態として,出 現してきた もので
ある。 これを旧財産区 とよぶが,法的には,共有の性質を有する入会とされる。旧財産区の




人有を含む)名 義の ものは,実数で一貫 して減少してきた。第2に,団 体組合および財産区
は,減少にはどめがかかったかにみえる。 第3に,会 社 および字(旧 市町村)は,1970年
に,ほ ぼ倍増に近 くな り,1980年に1960年レベルよりやや高 くなっている(図1)。きらに,
1960年と1970年の変化を,く わしく面積別にみれば,共 同(個人を含む)名義のものが,両
極か ら大 きく減少している。財産区については,規 模の大 きなものか ら解体した。団体組合
は,小 さな ものから解体 していったといえる。社寺名義の ものも,ほぼ平均して減少した。
これに対して,会社名義の ものの伸びがめだつ。 この名義換えの理由はセンサス集計だけか






































注:()内 は,各 年 の 構 成比 。0.1肱以 上 の もの 。
B.名義別の変化













































入 蚕 会 社 社 寺
































































































































C.1970/1960(1960年を100とし た と きの,1970年の 値)
所有山林
面 積 加
入 会 会 社 社 寺



















































































このことを示すのが,農 業構造改善事業 との関係である。結局のところ入会林野が広 く,
部落に財源がある場合には,国 の方針と異な り,部 落企業化への動 きがみられた。 すなわ
ち,余 った労働力の部落内のひきとめである14)。しかし,こ の入会林野か らの財政を構造改
善事業へ投入す る動 きは,全 国的に展開されたわけではない。1970年センサスか らの1%強
抽出により考察 しだところ,構造改善事業の実施の有無 と入会林野の有無は,YuleのQ係
数で関連性をみたところ,値 がゼロに近 くなった。したがって,存在の有無 とい う面だけで
とらえたとき,両者は無関連であるといえる。 この ことは,入会林野には,規模の小 きなも
のが多 く,かつ,共 同利用,す なわち,私的生産での利用が,1960年および1970年とも約4
割あることか らも傍証できよ う15)。このよ うな部落企業化の動 きとの関連で,部 落の借入金
も増大 したのであった。
表11農 業集落の財産と農業団体への参加
A.入 会林野 ・耕地 ・ため池の所有



































がある農業集落数は,し だいに減少してきている。とくに,か って もっとも参加農家がある
ことの多かった酪農組合の地盤沈下がめだっ。他方,増 加の傾向をみせているのが,野 菜お
よび花 き・緑化木組合への参加である。酪農をはじめとする畜産は,協 業経営体や会社など
の農家以外の事業体に肩代 りされている。「先進資本制社会の職業 としての 農業の主要な傾
向は,生活様式 としての農業から,ビジネスとしての農業の推移」であるとい うのが,西 欧
とくにアメリカでの基本認識である16)。市場に参加する乙とによって,農 業 も合理化の問題




業農家ほど満足感が低い,と い う結果がえられている18)。米価だけでなく,他の要因も大 き
いと考え られる。田植えと収穫が主な農作業である稲作だけに専業農家が従事 している訳で
はないからである。機械化等によ り,稲作は,手 間のかからない ものとなったから,労働力
を他の農作物や畜産などに投入で きる。米価の伸びにかげ りがみえたいま,これにかわる現
金収入の途を探す困難き,さ きゆきの不安が,不 満感の源であろう。
1970年センサス1%強 抽出で,農業集落における保育所 ・幼稚園の有無 と入会林野の有i無
との聞に,関 連性の存在がみ とめられに。 もちろん,保育所が幼稚園よ り多いとみてよい。
入会林野の収益の投入などの経路をたどっての関連であろ う。また,集会所の有無 も同様に
関連性を示した。 この双方 とも施設 を必要とすることが注意 きれる。
他方,生 産組織の有無 と入会林野の有無の間には,ほ とん ど関連性がみられない。なお,
センサスでい う生産組織とは,稲作,畜 産,果 樹,野 菜,施 設園芸および養蚕に限 られてい




産組織のよ うな組織化 とでは,原 理的に 異なっているといえる。 生産組織のこの不安定さ
は,注 目に値する。
これに対 して,だ め池の存在は,古 い共同体的規制の存在を示しているようにみえる。こ































C.入 会 と生 産 組 織
生 産 組 織







D.入 会 とた め 池
た め 池



























E.入 会 と飲 料 水 源
飲 料 水 源





















×2=77.7df-3sg=0そ の 他=湧 水 ・天 水 ・流 水
F.入 会 と土地 所 有 形 態
土 地 所 有 形 態















G.入 会 と し尿 処 理
217 44・35g巨,・ ・7
×2=16.2df=4,sg=0.0028
し 尿 処 理 方 法



















計 3 65 1101,2611,439
×2=・15.9df=4sg露0.0012
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ある。ため池は,と くに近畿,山 陽,北 九州地方に多い。このほか,農 業集落として もって
い る耕地の有無 もみると,入会林野の有無 との関連性は,ほ とんどない。ごくわずかな耕地
の存在は,生活の上の意義を,ほ とん どもたぬといえる。
農業集落の飲料水源を,上水道,簡 易水道,井 戸,湧 水 ・天水 ・流水の4つ に大別した,
1970年センサスでは,全 国の農業集落:の水源別では,そ れぞれ,23.1,27。9,37.8,11.2%
であった。入会林野の有無 と飲料水源の種別には,強 い関連性がみ られる。表12Eで注目に
値す るのは,上 水道では,入会林野をもたぬ集落が78.4%,もつ集落が21.6%であるのに,
簡易水道では,前者が53.0%,後者が47.0%ときわだったちがいを示 していることである。




農地改革前における主な土:地所有形態が,農 業集落単位で調査 されているので,こ れと入
会林野の有無 との関連をみてみよう。表12Fで,(a)小作 とは,小作農の農業集落の70%以上
を占めていた場合,(b)自作とは,自 作農が同じく70%以上の場合,(c)自作小作混在 とは,小
作農 ・自作農のいずれ も70%に達 しない場合,で ある。(a)の小作は,3つ に下位分類 され
た。(a-1)大 地主 とは,大正13年農務局調査で50肋以上の地主 となった もので,そ れ以
上が,中 小地主である。(a-2)在 部落とは,中 小地主が1人 で も農業集落にいるものを
いい,(a-3)部 落外 とは,地 主が農業集落内に居住 しない ものをさす。自作 と小作の区
分は,自作地が経営耕地の50%以上か以下かによる。表12Fは,大正末期から昭和初期の土
地所有形態 と1970年の入会林野の有無とい う,およそ45年ほどへだたった時点でのものであ
る。それゆえ,かつての小作農が70%以上の集落で,現 在,入 会林野が存在しない ものが,
自作および自作小作混在 と比べて,か な り少ないことの理由 も,ナこだちに推論 しがたい。し
かし,入会林野が存続しつづけるための条件が,自 作および自作小作混在のほ うによ り多 く
存在していたことだけは確かである。






























































































































の入 会 権 保 有 戸 数 率 で あ る こ とを示 す 。
デ ー タは1表13と 同 一 。
図2入 会戸数率Aと入会戸数率Bの比較
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もの,(b)国有林などの払下げにより新たに入手した もの(明 治7年 土地官民有区分 以後),
(c)前述の両方を もつ もの3分類がある。農業集落内で入会林野の使用収益権をもつ農家数に
ついて,(a),(c)だけで,農 業集落カー ドに記載がある。 これを用いて,(a),(c)に該当す る農
業集落について,G)対 総農家数,(ii)対総戸数,の 入会権保有戸数率を,そ れぞれ,も
とめる21)。この結果 を示したのが,表13である。各セル内の数字は,農業集落数を表わす。
図2か らわか るよ うに,対 総家数農では,入会権保有戸数率90～100%の農業集落が67.1%
であり,100%以上の農業集落は,13.7%であった。90%未満のものが,19%あることは,
注 目に値す る。農業をしていて も,必ずしも入会権を保有しない農家が,か なりある訳であ
る。100%以上の農業集落にっいては,何 らかのきっかけで農業をやめてしまった世帯が保






農業集落 では,公 益 と私益 は,し ば しば,ゼ ロ ・サ ム的に働 くことが あ る。世話役 の引 き
うけ手 が少 ないの もこの ことの表 われで ある。共同生活 に伴 う,私 的生産活動へ の支 障が生
じ ることは,十 分 に考え うる。すでにみて きた よ うに,義 務労力 の入会林野へ の投入 は,各
戸 あた り3入 日弱であった。 このほか,農 道,用 排水路,一 般道 などの村仕事 も,農 村生活
に とって大 きな意味 を もっ。村仕事へ の参加 を通じて,「 村 の山川草木 に 体 験的に結びつ け
られ,感 情 的に村 に合一す ることを強 制 され る」23)とい う面 もあったで あろ う。 だが,村 の
仕事 も,今 日,次 第 に変容 しつつ ある。 もはや,橋 の修善 な どは,自 治体 の 仕事 とい えよ
う。寺社 の修理 や火 の番 な ど も,も はや行 なわれてい るところは,少 ない といわれ る。
入会林野 の旧新,つ ま り,明 治以前 か らの旧慣行に よる もの,お よび,国 有林 な どの払下
げによ るもの,の 区別 を もとに,農 業用用水路 の共 同作業 の 有無 との 関連 を み る こと とす
る。入会林野 の面積 を も入れ,3変 数 について考察 したい。 面積は,100肋未満,100～200
肋,200勿以上 の3つ に分類 した。表14Aは,こ の3変 数についての分 割表であ る。
旧新 を変数Aと し,面 積 を変数B,用 排 水を変数Cと す る。Aの カテゴ リー1=旧 慣行に
よ るもの,2=国 有林 な どの払 い下 げによ る もの,3=両 方,と し;Bの カテゴ リーは,1
=100加未 満,2=100～200加,3=200加以上;Cの カテゴ リー は,1=農 業用排水の共同









































































































































注:*は 絶 対 値 が1.96より大 きい こ と を示 す 。
























































表14Aの3元 分割表 は3×3x2の もので,そ れぞれA,B,Cに 対応す るとしよ う。




こ こ で,Pijk>0と し,レijk=logepijkとし だ と き,
レ1jk=z4十z6A(i)十z4B(j)十z4c(k)十z4AB(ij)十z4BC(jk)十%AC(1k)十z4ABO(ij幻(5.2)
と表 わ き れ る とす る 。 こで,πA(i),那B(j),πc(k)は主 効 果;πAB(i」),πBc(jk),πAc(ik)は2要
因 の 交 互 作 用;%AB(ijk>は,3要 因 の 交 互 作 用 効 果 を 表 わ す 。 そ し て,こ れ らの パ ラ メ ー タ
に 対 し て,制 約 条 件 を 加 え る 。 す な わ ち,次 式
Σ 麗A(i)=Σ那B(j)=_=Σ πAB(ij)=Σ%AB(i」)罵...=Σ麗ABc(ijk)=0(5.3)
ijijk
で あ る2の。 これが,3変 数 の場合 の対数線型 モデルの基本 とな る考 え方 であ る。
(4.2)式の よ うに,す べ てのパラメー タを含 むモデルを飽 和モデル(saturatedmodel)
といい,他 の ものを非飽和モデル とい う。 また,階 層 モデル(hierarchicalmodel)とは,
高次の効 果が あると きれた とき,そ れ よ り低次 の効果 は,必 ず モデルの中に含まれ る ものを
い う。 たとえば,塩Bが あれば,πA,πBも 必ず モデルの中に なければな らない。 つ ま り,
レijk=%+πB(」)+πAB(ヱ」)などを認 めない ので ある。





他の ものについて も同様で あるが,こ の表記法 は,階 層 モデルについてのみ適用 きれ る。
Aでi,Bで1,Cでkカ テゴ リー となった観度測数 をfijk,この理論度数 をFiJkで表 わ
す。FijkロNPijkより,た とえば,飽 和 モデル 〔ABC〕では,'.次のよ うに表 わせ る。
IogeFijk=z6十z6A(i)十御B(」)十z4c(k)十zゆAB(ij)十πAc(ik)十z6Bc(jk)十z4ABc(ijk)(5.4)
他 のモデ ルについて も同様で ある。
飽和モデル 〔ABC〕について,あ てはめによ るパ ラメー タの 推定値(効 果)お よび その
標準化 した値は,表14Bで 与 え られ る。標準化 きれ た値 は,標 準正規分布 に漸近 的に近 づ く
ことが知 られてい る。 この値の絶対値が1.96より大 きいか否か は,パ ラメー タの効果 が意 味
を もつか どうか を知 るひ とっの目安 とな る。 標 準化 され だ値か らみた場合,晦BC傭)っ ま
り,国 有 林な どの払い下げに よる もので,面 積が100加未満で,農 業用排水 の共 同作業有無
の交 互作用が大 き く出てい ることが 目立つ。やや,強 引に解釈す るな らば,払 い下 げ と面積
や用排水 の共 同作 業 との関連 についてい うこともで きよ うが,標 準 化 され た 値 は,あ くま
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で,ひ とつの目安で あ るか ら,む しろ,モ デル選択 を考 え.るべ きであ る25)。
表14Cでい くつか のモデルを設定 し,選 択 を行 なっテこ。Pearsonのカイ自乗X2,尤 度比
検定量L2,お よびAICを 併 用 して,モ デル 〔AC〕〔BC〕を選 択 した26)。X2およびL2で
は複数 の適合す るモデルがでて くる,そ れで,最 終的にはAICに よる選択 を行 った。
新入会林野 について,一 般道 の共 同作業 と面積 との関係 を表15Aのよ うに求 めた。 この と
き,Aを 新入会林野 の面積,Bを 一般道の共 同作業の有無 とす る。Aの カテゴ リー1は,50

























計 76 6 7 89
注:添 字 は カテ ゴ リー を示 す 。
B.普 通 の モ デル
〔AB〕:飽和 モ デル;X2=OL2=Odf=OAIC=12
















































注:Lは1次,Qは2次 の 効 果 を表 わ す 。S.V.は 標 準 化 され た値 。
*は,絶 対 値 が1.96より大 。
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加未満,2は,50～100肋,3は100加以上;Bの カテゴ リーは,1,あ り,2,な し,と す
る。 この とき,表15Bは,普 通 の対数線型 モデル,表15Cは,直 交 多項式 のあてはめによ る
モデルで あ る27)。・どち ら も,X2,L2値および推定 され た度数 は,一 致す る。 表15Cの πA(L)
は,面 積 の1次 効果,πA(Q)は面積 の2次 効果 を表わす。 ここで,選 択 され た モデルは,
〔A〕〔B3であ る。っ ま り,そ れぞれ独 立に効果 をお よぼ してい る。払い下げに よる新入 会
林野 の面 積は,一 般道 の共 同作 業に象徴 され るよ うな結果 とは,関 連 がない。面積 は,行 政
的にのみ決定 されだのであろ う。
農 村の共 同生活 を代表す る村仕事 の間には,ど のよ うな関連性が あるか もみてお きたい。
まず,一 般道 と農業用排水 の共 同作 業について考察 す る。表16で,変 数Aば 一般道,Bは 用
排水 を表 わす。両変数 とも,1=全 戸 出役,2=出 不 足金 徴収,3=日 当 を払 うほか,4=
集落 として行 なわ ない,の4カ テゴ リー を もつ。表161で示 しだよ うに,通 常の対数線型モ

















































計 762 271 42 369 1,444





し た が っ て,ど れ も,フ ィ ッ トが よ く な い(飽 和 モ デ ル 〔AB〕 を 除 く)








(b)Qpモ デ ル:(a)でi>」 だ け=X2=2,37,L2=2.36df=1適 合
(c)QNモ デ ル:(d)でi<jだ け:X2=8.24,L2=6.85df覗1
(・)Q・・デル・f・　 ・・9・」一{£鋸 葉j
X2=18.74,L2=19.49,df=5
(e)Dモ デ ル:fij=aibj91jdi_」収 束 せ ず
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そ て で,fi」で,Aのiカ テ ゴ リー,Bのjカ テ ゴ リー を もつ 度 数 を 表 わ す と き,(a)完全
対 称 性:fij=fj1(1,1=1,_,4),(b)周辺 同 等 性:.Σfij=Σfji(i=1,_,4),(c)準対 称 性:
ii
塩B(i」)=πAB(」i),(i,j=1,_,4)のそ れ ぞ れ の モ デ ル を 吟 味 す る こ と に よ っ て,両 者 の 関 係
を み て み た 。 と の と き,準 対 称 性 モ デ ル の み が,適 合 し た 。 つ ま り,完 全 対 称 性 や 周 辺 同 等
性 の よ う な 直 接,分 割 表 に 衣 わ れ る効 果 は な い が,交 互 作 用 効 果 の 点 で は,対 称 性 が み られ
ナこ28)。し か し,こ れ だ け で は,一 般 道 と用 排 水 の 共 同 作 業 と の 関 連 に つ い て 十 分 な 情 報 が 得
られ た と は,い い が た い 。
そ こで,乗 法 モ デ ル(multiplicativemodel)のうち5っ の モ デ ル に つ い て 調 べ た 。 乗 法
モ デ ル は,あ ま り用 い ら れ な か っ た が,最 近,い くつ か 使 用 例 が み ら れ る よ うに な っ て き て
い る。 こ こ で は,(a)QpNモ デ ル;(b)Qpモ デ ル;(c)QNモ デ ル,(d)QOモ デ ル,(e)D
モ デ ル に つ い て 吟 味 し た 。 表16皿 でf正jは,Aのiカ テ ゴ リー,Bのjカ テ ゴ リー に 属 す る
度 数 を 表 わ す 。ai,b」,9ii,9i」な ど は,効 果 を 表 わ す29)。基 本 的 に は,乗 法 モ デ ル は,次 元
の 追 加 に よ る完 備 表(completetable)の不 完 備 表 へ の 拡 張 で あ る。 こ の 中 で,Qpモ デ ル
の み が 適 合 し た 。 つ ま り,一 般 よ り も用 排 水 の ほ うが,作 業 が 行 な わ れ て い る と い え る 。
変 数A,Bと も に 各 カ テ ゴ リー は,順 序 を もっ と 考 え ら れ,ま だ,1か ら4ま で,順 序 よ
く 並 ん で い る と 考 え る こ と が で き る 。 関 連 性 モ デ ル(associationmodels)では,1×J表 で,
i行1列 の 観 測 度 数fij(i=1,...,1;j=1,...,J),これ に 対 応 す る 理 論 度 数 をFijと す る。
こ の と き,
Flj=αiβjeΦμiOj(5.5)
と し,αi,β 」,μi,レ」 は パ ラ メ ー タ と す る 。 こ こ で,オ ッ ズ 比(odds-ratio)θi」は,隣 接 す
る 行 お よ び 列 か ら な る2×2表 か ら求 め ら れ る 。 す な わ ち,次 式 で 与 え ら れ る と す る 。
θ1」=(Fi」Fi+、,」+、)/(F1,」+、Fi+、,」)(i=1,_,1-1;j=1,..,,J-1)(5.6)
こ の と き,logθijに つ い て 次 式 を 得 る 。
lo9θij濡φ(μi一μj+1)(レj一レj+1)(5・7)
関 連 性 モ デ ル は,オ ッ ズ 比 θijに関 し て 次 の よ うに 定 義 き れ る 。(a)θi」=1:無 関 連 モ デ ル
(nullassociatio且modd),(b)θij=θ:一様 関 連 モ デ ル(uniformassociat玉o皿model),(c)
θi」=θi.:行効 果 関 連 モ デ ル(row-effectassociatio皿model),(d)θij=θ.」:列効 果 関 連 モ デ ル
(column-effectassociationmodel),(e)θi」=θ1.θが 行 お よ び 列 効 果 モ デ ル1(rowand
columneffectsmodelI),(f)lo9θ・」=φi・φ・j:行お よ び 列 効 果 モ デ ルII(rowandcolumn
effectsmodelII),(9)θij=θ1θ」:均 質 モ デ ル1(homogeneousmodelI),(h)lo9θij=φi
φ」:均 質 モ デ ルII(homoge皿eousmodelII)の8つ で あ る30>。(a)～(h)のモ デ ル を そ れ ぞ
れ,N,U,R,C,RC・1,RC-II,H-1,H-IIで 表 わ す 。 こ の 結 果 を 示 し た の が,表17Aで あ
る 。 こ こで は,表 が4×4で 小 さい 上 に,主 対 角 の 削 除 を し て い る の で,分 散 分 析 と 同 じ よ
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表17
A.モ デル の適 合
関連性モデル(表16への適用)

































注:主 対 角 は 削 除 しナこ。 こ の ためdf=0で も,小 さ な値 がRC
モ デル で 出 た 。
B.μiお よ び ひj(RC-IIモデル)φ=L47




















うに,行 効果,列 効果,行 お よび列効果に分解す ることはで きない。
しか し,RC-IIモデル は,正 準相関分析 と ほ とん ど 結果が 一致 す ることが 知 られてい
る31)。つま り,正 準相 関分析 の 結果 得 られ るス コアと,RC-IIモデルか ら得 られ る推定値
バ バ
μiおよび りjの値 は,き わ めて近い値 となる。各 カテゴ リ・一一lc関して,μi,Vjはそれぞれ距
離 を表わす と考 え ることがで きる32)。この意 味で,RC-IIモデルは,μi,Vjにつ いて尺度 化
(scaling)を行 なってい ることにな る。φは,行 お よび列変数 の全体 として の関連性 を示 し
てい る。
正準相関分析の スコアは,行 や列 の順序 の入れか えによって不変で あ る。 まだ,RC・IIモ
バ バ
デルで も同じ ことが いえ る。 つま り,μiお よびVjの 値 は,カ テゴ リーの 順序 を決 め るだ
めに用い ることがで きる。表17Bか らわか るよ うに,カ テゴ リー3と4は,ど ち らの変数 に
つい て も1頂序 を入れか えた方が よい。す なわ ち,「日当をは らう」 ことは,「集落 としては何
もしない」 とい うのとで,順 序 の上で逆 とな る もので ある。並べか え後 のカテゴ リー問 の距
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離 も,一 般道 の共 同作業 と農 業用 用排 水の共 同作業 との間に は,大 きな ちがいがあ.る。すな
わち,一 般道で は,「全 戸出役」 と 「出不足 をとる」 の距離 は0.50,「出不足」 と 「何 もしな
い」 は0.17,「何 もしない」 と 「日当 を払 う」 は0.72の距離 であ る。 これに対 して,農 業用
用排水で は,同 じ順で それ ぞれ,0.15,0.68,0.40であ る。
したがって,一 般道で は,「全戸出役」 と 「出不足」 との距離,「何 もしない」 と 「日当を
払 う」 の距離が大 きい。 他方,農 業 用用排 水では,「全戸 出役」 と 「出不足」 の距離が小 き
い。「出不足」 と 「何 もしない」 の距離が もっと も大 きい,村 仕事 とい って も,一 般道 と農
業用用排水で は,そ の質 をか な り異 にして い るといえ る33)。ほ とん ど,同 じよ うに思 え る村
仕事 も,実 際には,か な り,異 な った性質 の もので あることは,農 道 との関連 について も成
立す る。 これ ら,3つ の主 な村仕事 は,農 業集落 の対応 の仕方が もつ意味が ちが ってい ると
い え る。すで に述べ たよ うに,寺 社や橋の修理 な どは,重 要 な村仕事で はな くなって きてい
る。一般道,農 道,農 業用用排水 とも,だ んだん と管理維持が,農 業集落 か ら,離 れてい っ
てい ることを示す もの とい え る。
表18
A.


























































注=*は,絶 対 値 が1.96より大 。
駄 とあ るの は,%A(o)と同 じ。 他 の パ ラ メー ター も同様 。
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入会林野の有無,農 道 の共 同作業 の有無,一 般道 の共 同作業の有無 の3変 数 について,そ
の関係 を,通 常 の対数線型 モデルでみてみよ う。 各変数 と も,1=あ り,0=な し,と す
る。表18Aが この結果 を示 した ものであ る。飽 和モデルに よる結果が,表18Bに 示 され る。
それ によれば,娠Bの 標準化 された値 は,1.96よりも小 さい。 従 って,階 層原理に したが
って,晦Bが ないモデル 〔AC〕〔BC〕にっいて も調べてみ る と,こ れ も適合 がよ くない。
X2=7.17,L2寓7.14,df=2とな る。そ こで,非 階層 モデル,
レijk=π十z6A(i)十%B(j)十πc(k)十z4Bc(jk)十彿Ac(ik)十z5ABc(ijk)(5.8)
をあて はめる。X2=0.30,L2=0.30,df=1となってす ば らしいあてはま りを示す34)。階層
モデ ルに こだわ る必要 性はないのだか ら,こ のモデル を採用す る。 このモデ ルの解釈 として
は,CがAお よびBの 影響 を受 け る,つ ま り,一 般道 の共同作業 の有無 は,入 会林野 の有無







入会林野 の問題 は,社 会学的 にみて,き わめて興味 ぶかい もので あ る。民法上 も入会地 に
権利が ない とい う トルコなど と異 な り36),日本では,若 干,ち が った位置づ けがな きれ る。
トルコで も,入 会地が連帯の きず なで ある。 そ こで は,争 い を く りかえしてい る村人 も,外
部の ものに対 しては,い っし ょに立 ちむか う。 しか も,入 会地 な しに は,く らせぬ ので あ
る。入会地 は,ど こで も,小 規模な農民が暮 してい く上で欠かせぬ もので あった3η。今 日,
日本の入 会林野 も大 き く変貌 しよ うとして いる。農業集落 内外 の要因が,昔 のままにと どめ
ておかぬのであ る。 しか しなが ら,基 本的 な組織化 の原理 は,不 変で ある との認識 ない し主
張に は,か な り,説 得力が ある38)。ここでの考察は,農 林業 センサスにデ ータをあお ぐもの
で あった。 それ ゆえ,扱 っナこ側面 は,限 られた もので ある。 まだ,探 究すべ き余地 は多い。
ここで,用 いた分析手法 も限 られ だ もので あっナこ。質的デ ー タのみに的 をしぼ ったか らで も
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CommonLandsandRuralCommunitlesinJapan
YukioSHIRAKURA
Thepurposeofthispaperistoclarifythecha且gesofcommonlandsinJapanand
theirrelat玉ontoruralcommunities.Thedataforthisresearchweretake且from
the1960,1970,and1980Ce皿susofAgriculture.Especially,wedrewa1%sample
oftherura正communitiesfromthe1970Census.Thissamplewasutilizedtoa且alyze
therelationshipbetweentheircom皿o旦landsandruralco皿munities,becausethe
co且teRtsofthe1970Censusaresociologicallyi且teresting.Asformethods,weusedlog
l三nearmodels,orthogonalpolynominals,multiplicat三vemodels,andlogmultiplicative
models(associationmodels).
JapanesevillagesIlormallyow且edcom皿o且landsbeforetheMeijiera.Common
landsprovidedfar皿erswithfuel,colnpostheap,fodder,a皿dtiInber.1且the1960's,the
Japanesegovernme且tplanned`themodemizationofcommoロlands',becausethey
consistedofcoppice,meadow,andsometimeswaste.In1964thelawforfacilitatioロ
ofmodernizationofcommonla且dswasputinforce.Sincethel1,theamou且tfoco皿mon
landshasdecreased.Thefactorsaffecti㎎thisdecreasewereinvestigated.
Theow且ers-in-nameofpropertyrightsofcommo且la血dshavebeencorporatiolls,
luridicalpersons,shrihes,temples,cities,towns,villagesandsoon.Theratesofdecrease
ofcommo皿landshavebeenverydifferentamongthem.Commonla且dsareutilized
(1)underthedirectcontrolof`markassociation'(〃鰯3砺4α π),or(2)traditionallyby
individuals,or(3)bydividillgthemamongthemembersofmarkassociation,or(4)
bycontracts.
It圭struethatthe`markassociatiol1'wasidenticalwithvillage.But,weshowthat
the`markassociatiol1'hasbeenseparatingfromvillage.V守ealsoi亘vestig耳tedthe
effectsofcommonla皿dsonvillageco-operation(e.g.road-fixi亘g).
